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　雨水排水流出抑制施設は、予定建物の用途、面積の規模に応じて設置しな

ければならない。（一戸建て住宅はＰ１１を参照）

１． 雨水排水流出抑制施設

雨水排水流出抑制施設は、貯留型施設と浸透型施設とする。

（１） 　貯留型施設は、雨水を調整池などに一時貯留させ、流出時間を遅れ

させることにより、流出抑制を行う施設である。

（２） 　浸透型施設は、浸透トレンチ、浸透桝などを設置し、雨水を地下に浸

透させることにより、流出抑制を行う施設である。

　なお、浸透施設は地質や地下水位などの現場条件により、浸透能力

が左右されてしまうため、現場条件を考慮した施設とすること。

２． 雨水排水流出抑制量の算定

対策基準

必要抑制量の算定は、次の式による。

Ｖ ＝　Ｖ1 ・ Ａ
※　Ｖは、抑制量 ： Ｖ1は、対策量（５００ｍ3／ｈａ） ： Ａは、開発面積

＝　０．０５ｍ3／ｍ2 × (A) ｍ2

＝ ｍ3

３． 貯留型施設

（１） 設計上の留意点

・ 　流出抑制施設からの放流量は、ｈａ当たり、毎秒０．０５ｍ3を最大とする。

・ 　原則として自然流下とし、維持管理が容易であるものとする。

・ 　放流断面はオリフィス構造とし、安全のため余水吐けを設置すること。

　また、目詰まりしないようスクリーン等を設置すること。

・ 　転落防止のため、フェンス等を設置すること。

（２） 計　　算　　例

開発面積　１，３００ｍ2、抑制対策量　５００ｍ3／ｈａ の場合

１） 必要抑制量

V ＝ V1 ・ Ａ

＝ ０．０５ｍ3／ｍ2 × １，３００ｍ2

＝ ６５ｍ3
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対策基準

抑 制 量

抑 制 量

指導主体開発区域面積

桶川市

埼玉県

500㎥/haの流出抑制対策量+湛水量（過
去の実績に応じた量）

10,000㎡以上

500㎡以上
10,000㎡未満

950㎥/haの流出抑制対策量+湛水量（過
去の実績に応じた量）



２） 貯留型施設

　貯留型施設は、貯留池から放流が無理なく自然流下するよう配慮

して決定するものとします。

　貯留面積Ａは、平均水深Ｈを２．０ｍとすれば、

Ａ ＝ V ÷ H

＝ ６５ｍ3 ÷ ２．０ｍ

＝ ３２．５ｍ2

となります。

　なお、貯留池の余裕高は、通常の場合３０ｃｍ以上とします。

３） 放流断面（オリフィス断面）の算定

　放流断面 ａ ＝ Q ÷ （ C √２ｇｈ ） ａ ：放流断面積（ｍ2）

＝ 0.0065ｍ3／ｓｅｃ Ｃ ：放流係数（０．６）

　÷（0.6×√2×9.8×2.0） Ｑ ：放流量（ｍ3／ｓｅｃ）

＝ 0.00173ｍ2 ｇ ：重力加速度（ｍ／ｓｅｃ2）

ｈ ：計画高水位から流出口
 中心までの水深（ｍ）

　上記のことから、円形オリフィスの場合は、

ａ ＝ ／ ４

∴Ｄ  ＝ √４ ａ ／ π

＝ √4×0.00173ｍ2／3.14

＝ 0.0469ｍ

　よって、オリフィスの直径は、４．６ｃｍとなります。
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π  Ｄ2



４）　貯留施設標準図
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４． 浸透型施設

（１） 設計上の留意点

・ 　浸透型施設は、開発区域内及び放流先への高さを十分に配慮し、設計

すること。

・ 　舗装する箇所に浸透桝を設置する場合は、グレーチング（ 細目タイプ ）

蓋を使用し、飛散防止のため鎖を設置すること。

　なお、緑地となる箇所に浸透桝を設置する場合は、落ち葉等が入り込ま

ないように、コンクリート蓋とすることが望ましい。

・ 　開発区域外へ雨水が流出しないように、出入り口箇所に側溝を設置する

場合は、グレーチング（細目タイプ）蓋を設置すること。

　また、騒音防止のため、側溝にサイレントゴム等を設置して下さい。

・ 　オーバーフロー管は、原則として内径75ｍｍ以下の管を１箇所とすること。

・ 　浸透管の１スパンの延長は、管径の１２０倍までとすること。

（２） 計　　算　　例
1 ）　抑制量は、貯留型施設による計算例のとおり、６５ｍ3（０．０５ｍ3/ｍ2×１，３００ｍ2）とする。

・ 浸透施設の計算

φ２００ｍｍ ９０．０ｍ 単 （０．２４３　ｍ3/ｍ）

‘５００ｍｍ  ７ 箇所 位 （０．５７２　ｍ3/箇所）

φ1,200ｍｍ(2段)  １ 箇所 処 （９．５３２　ｍ3/箇所）

４００ｍ2 理 （０．０２５　ｍ3/ｍ2）

（１３０ｍ2＋３７０ｍ2） ５００ｍ2 量 （０．０４０　ｍ3/ｍ2）

・ 雨水処理量

ΣＶ ＝ （９０．０ｍ×０．２４３ｍ3/ｍ）＋（７箇所×０．５７２ｍ3/箇所）＋（１箇所×９．５３２ｍ3/箇所）

＋（４００．０ｍ2×０．０２５ｍ3/ｍ2）＋（５００．０ｍ2×０．０４０ｍ3/ｍ2）

　　 ＝ ６５．４０６ｍ3

 ∴　抑制量　６５．０ｍ3 ＜ 対策量　６５．４０ｍ3 ・・・・・ ＯＫ
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透 水 舗 装

緑地・砂利

浸 透 管

浸 透 桝

浸 透 井 戸



２）　浸透施設の単位処理量（施工例）及び構造図

※　上記表以外の仕様については下記の計算により算出する。

浸透量 ｑ ＝ ｋi × a × T

ki ：土の透水係数 1.7×10-5 ｍ／sec

a ：浸透面積 ㎡ （上面を除く５面での計算を標準とする）

T ：流出抑制時間 3,600 sec

貯留量 ｑ’ ＝ （ Ⅴ － Ⅴ’ ） × ｎG ＋ Ⅴ’

Ⅴ ：浸透施設の容積 ｍ３

Ⅴ’ ：構造物内の容積 ｍ３

ｎG ：砕石の空隙率 30 ％
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浸透管の延長範囲

※　浸透管の延長を集計する時は、浸透桝の浸透範囲を考慮してください。

（重複計上に注意）
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桝の範囲

　桝の中心

駐車場部分は細目ノンスリップグレーチング蓋・鎖固定
その他はコンクリート蓋等

※ 注意事項
放流管の内径はφ75ｍｍ以下とする。
放流管の管底高は側溝敷高より100ｍｍ以上とする。

底塊フィルター付
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５． １戸建住宅の雨水排水流出抑制施設

（１） 　１戸建住宅は、雨樋設置箇所に内径350ｍｍの浸透桝を設置するこ

と。

　また、宅地内最終桝は、‘500ｍｍの浸透桝を設置すること。

　　　（構造図２　参照）

６． 湛水想定区域内の土地に盛土をする行為に対する必要対策量の算定

（１） 　湛水想定区域内（湛水することが想定される区域として知事が指定した

区域）の土地に盛土する場合は、別途、盛土行為に対する必要対策量の

算定が必要となります。

※『埼玉県雨水流出抑制施設の設置に関する条例』

  （許可申請・届出手引き　準拠） http://www.pref.saitama.lg.jp/site/usuijyourei/usuijyourei.html

７． その他留意点

（１） 　浸透型施設等の添付図面は標準凡例であり、使用メーカー等の指定は

ありません。

 また、形状・寸法等が違う製品でも、雨水処理能力が同等以上であれば、

使用できます。

　ただし、形状・寸法等の違う製品を使用する場合は、使用製品の雨水処

理能力が判断できるもの（カタログ等）の添付が必要になります。

※雨水浸透槽（パネル等）は空隙率がわかる書類（カタログ等）を添付

（２） 　浸透型施設等の出来形が確実に確認できるよう、各工事の施工段階及

び工事完成後明視できない箇所の施工状況、出来形寸法等の写真等を

撮影し、整理しておくこと。

　なお、工事完成後明視できない箇所において、写真等により出来形寸

法等が確認できない場合には、工事完成後であっても施工箇所を最小限

破壊して検査する場合がありますので、ご留意下さい。

　また、その検査に要する費用（破壊から復旧等の費用）は、開発事業を

行う者の負担となります。

（３） 　雨水の開発区域内処理の原則

コンクリートブロック等の切れ目から、開発区域外に雨水が流出しないよう

に注意してください。
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（４） 　開発事業により設置すべきすべての雨水排水施設は、事業者の負担に

おいて整備し、その設計に当っては、市と協議してください。

（５） 　雨水排水施設の集水区域は、開発区域を含め付近地の流出を勘案した

ものとしてください。

（６） 　調整池等の排水施設を道路以外の土地に設置する場合は、維持管理

に必要な用地を確保してください。また、その施設の用に供する土地は、

原則として市に無償譲渡するものとし、各施設の維持管理については、市

と協議してください。
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